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質問 

店舗の営業に関する業態が規定されていないマンションで新たに規定を設ける場合の注意点は

ありますか。 

（相談概要） 
マンションの１階店舗の区分所有者が新たなテナントを募集する掲示を店舗ガラス面内側にマン

ション外から見えるように貼付しました。その掲示には「深夜まで営業を続ける飲食店の出店を可

とする」と記載されており、それを見た住戸区分所有者から、深夜まで営業を行う飲食店の出店は、

深夜の来店やカラオケ等による騒音、臭気等により住戸居住者の安眠を妨害する懸念があるとし

て、管理組合に対して営業上の禁止事項等を示したうえで出店を禁止して欲しいとの申し出があり

ました。当該マンションの管理規約には店舗の営業に関する特段の定めがないことから、今後のこ

とも考慮し店舗の営業に関する業態制限を規定することを検討していますが、この場合どのような

点に注意すればいいでしょうか。 

 

  回答 

管理規約等に店舗の営業に関する業態についての特段の定めがない状況で新たに制限を設ける場

合は、「特別の影響を受ける者の承諾」（区分所有法第３１条）が必要となります。この場合、店

舗区分所有者の利害にも係ることから、店舗区分所有者からも「特別の影響を受ける者」として合

意を得る必要があると考えられます。 

 
管理規約等に制限を設ける場合には、入居した後に想定される迷惑行為や影響などを勘案したうえ

で検討することとなりますが、その内容が過度な制限であると判断されると店舗区分所有者の財産

権の処分・利用方法の制限であると主張され、店舗区分所有者との係争に発展することも懸念され

ます。制限を設ける場合は、専有部分の用途に応じて店舗区分所者と住戸区分所有者で協議したう

えで合意してできた内容を、総会決議を経て管理規約等に定めておくことが必要と考えられます。 

 
 
 
 
 

＜ご利用上の注意＞ 
○本相談事例は、会員が予め同意したｼｽﾃﾑ利用規約に基づき、会員専用ｺﾝﾃﾝﾂとして提供するものです。 
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